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はじめに 

○ 群分離・核変換技術は、高レベル放射性廃棄物に含まれる放射性核種を、そ

の半減期や利用目的に応じて分離するとともに、長寿命核種を短寿命核種あ

るいは非放射性核種に変換するための技術である。 

○ 分離変換の対象は、マイナーアクチノイド（MA）及び核分裂生成物（FP）で

あるが、分離変換による効果・効率及び技術レベルから、MA の分離変換の実

用化に重点を置いた研究開発が実施されている。 

○ また、群分離・核変換技術には、大きく分けて、高速増殖炉サイクルの中で

実施する「発電用高速炉利用型」と、加速器駆動核変換システム（Accelerator 

Driven System:ADS）を用いた「階層型」の２つがあり、日本原子力研究開

発機構（以下、原子力機構という）等において研究開発が進められている。 

○ 分離変換技術については、内閣府原子力委員会が、研究開発専門部会分離変

換技術検討会を設置し、群分離・核変換技術の研究開発の状況や効果、意義

を整理し、研究開発の進め方等について、平成 21 年４月に「分離変換技術

に関する研究開発の現状と今後の進め方」（以下、検討会報告書という）を

とりまとめている。 

○ また、上記の報告書を踏まえ、科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科

会原子力科学技術委員会群分離・核変換技術評価作業部会においても ADS を

中心に群分離・核変換技術について検討し、平成 25 年 11 月に「群分離・核

変換技術評価作業部会中間的な論点のとりまとめ」（以下、「中間とりまとめ」

という）を行っている。 

○ 中間とりまとめでは、ADS は将来の様々な状況に柔軟に対応するための有望

な技術選択肢であると指摘し、今後我が国における原子力政策の方向性が明

確になっていく過程で導入シナリオを検討し、原子力発電システムへの群分

離・核変換技術の本格導入について検討する段階で、「発電用高速炉利用型」

サイクル概念と、ADS による「階層型」サイクル概念について、技術的成立

性や費用効果を比較することとしている。 

○ さらに、ADS の研究開発については、実験室レベルの段階から、工学規模の

段階に移行することが可能な研究開発段階にあるとし、J-PARC に核変換実

験施設を整備することへの期待を示した。 

○ これを踏まえ、原子力機構の第 3 期中長期目標・計画（平成 27 年度～令和

3年度）においても核変換実験施設の建設着手を目指すことが明記されてい

る。 

○ 令和 4年度からの新たな原子力機構の中長期目標・計画を策定するため、核

変換実験施設の再評価等が必要なことも踏まえ科学技術・学術審議会 研究

計画・評価分科会原子力科学技術委員会原子力研究開発・基盤・人材作業部
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会の下にタスクフォースを設置した。 

○ 本タスクフォースでは、ADS を中心とした群分離・核変換技術について、我

が国の現在の技術レベル、国際的な研究開発の状況、関連分野の技術の進展

や産業界の動向等を踏まえ、必要な研究開発について再検討を行い、報告書

としてとりまとめた。 

 
Ⅰ．群分離・核変換技術の現況 

1. 政策的な位置付け 

○ 群分離・核変換技術の政策的な位置付けについては、中間とりまとめ策定時

から大きな変化はない。 

○ 平成 26 年に改訂された「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」

では、「国及び関係研究機関は、幅広い選択肢を確保する観点から、使用済

燃料の直接処分その他の処分方法に関する調査研究を推進するものとする。

また、最終処分の負担軽減等を図るため、長寿命核種の分離変換技術の研究

開発について着実に推進する」と記述されている。 

○ 平成 30 年に改訂された「第５次エネルギー基本計画」においては、「高速炉

や、加速器を用いた核種変換など、放射性廃棄物中に長期に残留する放射線

量を少なくし、放射性廃棄物の処理・処分の安全性を高める技術等の開発を

国際的な人的ネットワークを活用しつつ推進する」との方針が示されている。 

○ 令和３年９月にパブリックコメントのために公開された「第６次エネルギー

基本計画（案）」においても上記と同様の記載があり、ADS を含めた群分離・

核変換の研究開発を推進する方針が維持されている。 

○ 我が国のエネルギー政策について、第 6 次エネルギー基本計画の議論では、

2050 年カーボンニュートラル達成に向け 2050 年に原子力＋CO2 回収火力で

30～40％程度の発電を参考値とし、2050 年に向けた様々なシナリオ検討の

必要性が指摘されている。 

○ また、平成 30 年に決定された高速炉の「戦略ロードマップ」（原子力関係閣

僚会議）では、「2014 年時点の世界のウランの既知資源は、2014 年のウラン

需要を基準とした場合、135 年分に相当すると分析」されていることや高速

炉開発の柔軟性の重要性を指摘しつつ、「21 世紀半ば頃の適切なタイミング

において、・・現実的なスケールの高速炉が運転開始されることが期待され

る」とされている。 

 

2. 海外の動向 

○ 諸外国においても、群分離・核変換関連技術については、放射性廃棄物の深

地層処分の負担軽減、あるいは、代替となり得る技術として研究開発が進め
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られている。 

○ 中間とりまとめにおいて今後の研究開発協力の必要性が指摘されたベルギ

ーの照射試験用 ADS である MYRRHA については建設が進んでいるほか、中国

やウクライナ、ロシアにおいても ADS やその関連技術の研究開発が実施され

ている。 

○ ベルギーの MYRRHA 計画は、ベルギー原子力研究センター(SCK CEN)が中心と

なって進める ADS による多目的照射炉プロジェクトであり、2018 年 9 月に

ベルギー政府が 558M€の支出を決定、2026 年に加速器前段部分の運転を開始

する予定である。 

○ また、OECD/NEA では、令和 3 年に廃棄物の処理技術に関して工業化に向け

た研究開発課題を検討するタスクフォースとして、TF-FCPT(Task Force on 

Demonstration of Fuel Cycle closure including partitioning and 

Transmutation (P&T) for Industrial Readiness by 2050)を立ち上げ、令

和 4 年度末までに、各国の既存研究のレビュー、技術成熟度レベル（TRL）

の整理と必要な研究開発、2050 年工業化までの長期ビジョンと 2030 年まで

に優先的に実施すべき活動の提示、経済性評価等をとりまとめた報告書を作

成する予定である。 

 

3. 研究開発の進捗状況 

○ 原子力委員会の検討会報告書では、「発電用高速炉利用型」、「階層型」のそ

れぞれについて、複数の技術課題を示しており、中間とりまとめでは、技術

課題毎に進捗の評価や今後の進め方の提示がなされた。 

○ 個別の項目についての現時点での原子力機構における進捗状況については、

以下のとおりである。 

 

【群分離】 

○ 原子力委員会の検討会報告書において「実験室規模でのホット試験、工学規

模でのコールド機器開発、模擬高レベル廃液による試験等によって知見を蓄

積し、実燃料、実液による試験の実施可能性を見極めた上で工学規模試験に

移行するべきである」等と評価された。 

○ 群分離・核変換技術評価作業部会の中間とりまとめでは、「今後、実廃液試

験によりデータの取得を進めるとともに、産業界と連携して工学規模への展

開を見通すための技術開発を進めることが適当である」等と指摘された。 

○ MA 分離の候補技術として、原子力機構では、溶媒抽出法と抽出クロマトグラ

フィの研究開発を進め、どちらも主工程については小規模実廃液試験まで実

施し、いずれもグラムスケールでの MA 回収に成功している。 
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○ 具体的には、溶媒抽出法では基礎基盤的な抽出剤開発から分離プロセス構築

まで実施し、二次廃棄物の発生量を低減可能な MA 分離プロセスを開発、実

廃液試験よって約 0.3ｇの MA を回収して技術的成立性を示した。 

○ 抽出クロマトグラフィでは、実廃液試験により約２ｇの MA を回収に成功す

るとともに、溶媒抽出法における新規抽出剤の成果を反映した分離フローシ

ートの検討の他、カラム内の安全評価など工学的な対応についても実施した。 

 

【ADS】 

○ 原子力委員会の検討会報告書においては「ADS が実現する時代に発電システ

ムに要求される安全性、信頼性、経済性といった性能目標の達成を妨げない、

若しくは達成に寄与できる加速器の性能・コストが実現していること」、「ビ

ーム窓の工学的成立性を確証すること」、「未臨界炉心の制御等の炉物理的課

題を高い信頼度で解決すること」、「鉛－ビスマス（Pb-Bi）冷却炉の設計及

び安全性を高い信頼度で確証すること」等が技術課題であると評価された。 

○ 群分離・核変換技術評価作業部会の中間とりまとめでは、「陽子ビーム窓の

成立性の検証に向け、J-PARC の核変換実験施設計画の下、TEF-T が提案され

ており、次のステージに移行していくことが適当」、「ADS 特有の特性や MA 含

有炉心の炉物理的課題克服のため、J-PARC の核変換実験施設の下、TEF-P が

提案・・・次のステージに移行することが適当」、「Pb-Bi 冷却炉の工学的な

開発を効率よく進めていくためには、・・・MYRRHA 計画に対し、産業界と連

携して参画することを通じ、相互に研究成果を補完しあうことが有効」と指

摘されている。 

○ 加速器の開発については、信頼性・経済性向上のため、高エネルギー部に加

え低エネルギー部まで超伝導化した線形加速器を設計し、加速空洞を試作す

るとともに、J-PARC の加速器（常伝導）では、ビームトリップ（ビーム停止）

の頻度が ADS にとって過大であることを明らかにした。 

○ ビーム窓の工学的成立性については、陽子ビーム入射部の統合的な解析シス

テムの構築により高信頼・高精度な解析を実現し、この結果を踏まえたビー

ム窓設計を実施した。また、既存の照射場を用いて、実機ビーム窓の照射効

果を予測する試験を実施している。 

○ 炉物理的課題については、米国との連携等により、既存の臨界実験装置を用

いた炉物理実験を実施し、未臨界度監視手法の開発や核データの精度の検証

を行った。 

○ Pb-Bi 冷却炉の開発については、未臨界度調整により未臨界度の変化を最小

化し、加速器・ビーム窓設計条件を緩和するとともに、自然循環を用いた崩

壊熱除去より、受動的な安全性を向上するなどの概念検討を実施した。また、
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大型の Pb-Bi 試験ループの運転を通じて、Pb-Bi を安全に利用するための技

術並びに腐食抑制技術の開発を進めた。 

○ 炉物理およびビーム窓分野の開発に必要な核変換実験施設（TEF）について

は、TEF-P（核変換物理実験施設）および TEF-T（ADS ターゲット試験施設）

両施設について、建設着手に必要な R&D や施設設計を実施し、建設着手の準

備を整えた。 

 

【燃料サイクル及び燃料】 

○ 原子力委員会の検討会報告書においては、「所定の使用条件下での燃料性能

及び高燃焼度を達成する窒化物燃料が製造できることを高い信頼度で確証

すること」、「窒化物燃料の乾式再処理による燃料サイクルシステムの実用性

を示すこと」等が技術課題として掲示された。 

○ 群分離・核変換技術評価作業部会の中間とりまとめでは、窒化物燃料につい

ては、燃料挙動評価に不可欠な燃料ふるまいコードの開発を進めることやMA

を使用して物性測定やサンプル照射試験等を更に進める必要があることが

指摘されるとともに、乾式再処理については海外も含めた他機関と協力しつ

つ更なる開発を進める必要性が示されている。 

○ 窒化物燃料については、MA 含有燃料の物性データを測定し、燃料ふるまいコ

ードへ反映するとともに、MA 含有窒化物燃料の製造技術開発を実施した。 

○ 乾式再処理については、再処理プロセス目標（99．9％回収、RE 濃度５％以

下）を満たすプロセスフローを提示するとともに、各工程のコールド試験を

実施した。 

 

Ⅱ．群分離・核変換技術の研究開発の今後の進め方 

1. 群分離・核変換に関する現況の評価 

○ 高レベル放射性廃棄物の処理・処分の社会的負担を軽減するため、廃棄物の

減容・有害度低減を進めることは重要であり、我が国においても群分離・核

変換技術の確立に向けた研究開発は引き続き着実に進めるべきである。 

○ 原子力システムの今後の見通しについて、2050 年カーボンニュートラル達

成に向け 2050 年に原子力＋CO2 回収火力で 30～40％程度の発電が参考値と

されるとともに、21 世紀半ばの適切なタイミングにおいて現実的なスケー

ルの高速炉の運転開始への期待が示されているが、研究開発を進めるにあた

っては、今世紀後半のいずれかのタイミングと期待される高速炉の本格的利

用から既存の軽水炉の閉鎖後は原子力発電そのものがフェードアウトする

ことまで、様々なシナリオを考慮することが必要である。例えば、軽水炉の

活用が比較的長く続くシナリオも考えられ、このようなシナリオで MA 核変
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換を実施する場合は、高速炉の導入より先に ADS を導入する可能性も考えら

れる。 

○ ADS による「階層型」サイクル概念は、引き続き、技術選択肢の一つであり、

ADS のこれまでの研究開発については、I. 3.研究開発の進捗状況で示した

とおり要素技術開発が進められており、今後も国内外の機関と連携・協力し

つつ、着実に技術の確立を進めるべきである。 

○ 研究開発の進め方について、原子炉の開発においても高額な経費を要する工

学実証試験や実験的に直接検証することが困難な事象の数値シミュレーシ

ョンでの代替が進められており、例えば、原子炉の安全性の検証においては、

過渡・事故時における炉内の核・熱・流動現象を詳細に模擬したマルチフィ

ジックス統合解析技術の活用が検討されている。 

 

２．今後の研究開発の方向性 

○ 様々な工学分野においてシミュレーションによる研究開発の効率化・迅速化

が進んでいることを踏まえ、ADS に関しても計算科学技術を利用した研究開

発を積極的に取り入れ、研究成果の最大化を図る必要がある。 

○ 原子力機構の次期中長期目標期間中には、国内外の既存施設を最大限活用し

て、性能実証（準工学規模）の実施に必要な課題（TRL6 に相当）に対応した

研究開発を実施する。特に、工学規模（TRL7）に引き上げるための課題の特

定や、技術の絞り込みを判断するために必要な知見、データの取得を進める

ことが適当である。 

○ 国際協力については、海外研究機関（特に MYRRHA 計画による ADS 実験炉の

建設を目指すベルギーSCK CEN）との研究協力を引き続き積極的に進めてい

くべきであり、現在検討中の OECD/NEA の廃棄物処理技術に関する検討も踏

まえつつ、日本が先行する技術については国際的な貢献を行うことが望まし

い。 

 

３．重点的に取り組むべき研究開発項目 

○ 前段の研究開発の方向性に従い、次期中長期計画期間中に特に実施すべき内

容を分野毎にそれぞれ以下に示す。 

 

【群分離】 

○ MA 分離に係る研究開発については、「発電用高速炉利用型」サイクル概念と

ADS による「階層型」サイクル概念と共通の研究開発課題であり、また、分

離については核変換より先に導入が進むことも考えられる。 

○ これまでに小規模実液試験により、原理実証が行われたが、今後は、実スケ
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ールへの拡大にあたっての課題を整理し、工学規模への移行のプロセスを明

確化するとともに、溶媒抽出法か抽出クロマトグラフィのどちらを選択する

かの評価を行うことが可能なデータの取得を進めることが必要である。 

○ 現在、99.9％としている MA 回収率については、実スケール化を考える過程

において、ガラス固化体本数や処分場面積の低減化への効果や分離プロセス

で発生する二次廃棄物量等を評価した上で適切な回収率を設定することが

求められる。 

○ また、MA 分離の研究開発は、再処理研究の一環として研究開発を実施し、大

学・民間企業等との連携・協力を積極的に推進することが重要である。 

 

【ADS】 

○ 多くのリソースが必要な施設建設に代わって、合理的かつ効率的に研究開発

を進めるために、既存の施設を有効活用しながら、計算科学などの最新の技

術・知見を活用した研究開発計画として、原子力機構が提案している PSi 計

画（Proton accelerator-driven Subcritical virtual system）を進めるこ

とは妥当である。 

○ 具体的には、ADS 概念検討において、ビーム窓等の ADS 機器について解析の

詳細化・高度化（核・熱・構造を連成させた詳細解析やビーム窓材料の照射

損傷モデルの構築等）を進める必要がある。 

○ 炉物理・核データ分野では、運転時の未臨界度監視設備の概念設計を行うと

ともに、ADS 核設計の信頼性向上を目的とした核データの測定および検証実

験のデータベース化を進める必要がある。 

○ Pb-Bi 熱流動・材料の分野では、既存の Pb-Bi ループを用いて計測や制御技

術の開発を進めるとともに、国内外の既存施設を活用してビーム窓候補材の

照射試験を実施し、照射損傷解析モデル構築に寄与する必要がある。 

○ 加速器開発では、ADS 用超伝導加速器開発を継続するとともに、ビームトリ

ップ低減策の検討を進める必要がある。 

○ 上記の成果等を活用し、柔軟性や経済性の観点を考慮した実現性の高い ADS

の概念設計を提案することが求められる。 

○ 概念設計の検討にあたっては、１F事故後の安全設計思想の深化を踏まえた

議論を十分に行い、深層防護の実装、過酷事故対策、外的事象対策（特に耐

震設計）の検討を行う必要がある。 

○ また、初号機の熱出力などの目標値は、段階的で現実的な実用化が進められ

るように適切な設定をする必要がある。 
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【燃料サイクル及び燃料】 

○ MA 含有窒化物燃料について、実燃料の製造で必要となるゾルゲル法による

TRU 実証試験を目指すとともに、燃料ふるまい解析の精度向上のため照射試

験を目指して、照射試験用燃料の作製に着手する必要がある。 

○ また、燃料については、高線量環境を踏まえた遠隔での燃料製造の観点で、

粒子燃料は魅力的であるため、粒子燃料についてもふるまい解析をすること

や粒子燃料で核燃料密度が高くとれないことによる ADS 性能への影響につ

いても評価しておくことが望ましい。 

○ 乾式再処理については、使用済不活性母材含有 MA 窒化物燃料を模擬した試

料を用いて、原理実証段階の研究開発を進める必要がある。 

 

４．J-PARC 核変換実験施設の在り方 

○ TEF-P、TEF-T による実験については、PSi 計画により、計算機シミュレーシ

ョンの高度化や既存施設の活用を進めることで代替を目指すが、難しい試験

研究の実施は引き続き必要であると考えられる。 

○ 具体的には、TEF-T で予定していた陽子照射下、かつ高温 Pb-Bi 流動環境下

におけるビーム窓材料の実証試験は、照射損傷シミュレーションと既存施設

での照射試験では代替困難である。 

○ また、TEF-P で使用を想定していた原子力機構保有の核燃料の一部（高濃縮

ウラン、プルトニウム）が米国へ移送されたため、TEF-P で実施予定であっ

た炉物理研究項目が大幅に制限される。 

○ このため、TEF-T の機能を優先した試験施設とする検討の方向性は妥当であ

る。 

○ 検討にあたっては、PSi 計画による実験項目の絞り込みや国際協力による役

割分担も含めた合理的な研究開発の進め方について検討を行い、施設に求め

られる役割を確認し、施設概念の構築を進めることが必要である。 

○ また、ADS の工学的課題解決に加え、多様なニーズへの対応可能性を含め、

既存の J-PARC の陽子加速器が利用可能な利点を最大限活用する施設仕様を

検討することが望ましい。 

 

５．ロードマップ 

○ 群分離・核変換技術の研究開発は、各分野が整合性を保ちながら進めること

が必要であるため、群分離・核変換技術評価作業部会の中間とりまとめでは、

ロードマップが示された。ロードマップは研究開発の全体像を示すものであ

ることから、適時に更新し、公表すべきである。 

○ 本タスクフォースでは、原子力機構より図１のとおり更新されたロードマッ
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プが示され、上述の研究開発の進め方を踏まえたものとして、妥当であると

判断した。 

 
 

 
図１ 群分離・核変換技術研究開発ロードマップ（タスクフォース見直し版） 
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◎(kgMA～tMA)で示した。
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プロセス総合
実証試験

実廃液連続
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５．基礎基盤研究の充実 

○ 群分離・核変換技術については、大学等において基礎基盤的な研究開発が継

続して実施されており、同位体分離技術や小型円形加速器開発など新たな手

法やコンセプトにつながる成果も創出されている。 

○ 群分離・核変換の実用化に向けては様々な可能性を検討する必要があること

から、新たなアイデアが創出され続けるとともに、技術の実現性が適時に検

証できる環境を醸成することが不可欠である。 

○ そのためには、今後は、群分離・核変換研究者以外の原子力分野の研究者の

知見の活用を積極的に図っていくことや異分野融合を促進していくことが

重要である。 

 

Ⅲ．引き続き検討が必要な事項 

○ 今後、将来の原子力システムの見通しが示されていく過程では、ADS 導入の

シナリオについても開発、実運用コストを含めて明確化し、これらを踏まえ、

研究開発の方向性も再検討する必要がある。 

○ なお、将来の原子力システムの在り方や技術の進展によっては、MA に加えて

FP やプルトニウムを核変換の対象とすることや、過去に開発中止とした MA

等を専門に燃やす専焼炉の概念を再検討することも考えられる。 

○ 群分離・核変換についても実用化にあたっては、産業界を中心に開発を進め

る必要があるため、産業界の研究開発への参画を進め、次のステップである

工学実証をどのように進めるかについても関係者との議論や意見交換を進

めていくことが望ましい。 

○ その際には、原子炉の開発においても従来型のリニアモデルの研究開発（基

礎→応用→原型炉→実証炉→商業炉）から脱却し、実用化にあたっての課題

を特定し、スパイラル型に知識の統合化を図っていく方向であることを踏ま

え、研究開発マネジメントについても検討する必要がある。 

○ また、高レベル放射性廃棄物の処分方法については、最終的にはメリットや

デメリットを踏まえ、国として判断するものであることから、群分離・核変

換技術について、社会一般の理解が得られるよう理解増進活動も着実に実施

すべきである。 

 

 


